別紙
平成　　年度　林業経営担い手モデル事業実施計画書
                                                      　　　　平成　　年　　月　　日

全国森林組合連合会
代表理事会長    宮﨑　繁則　殿
                            　　　    住所又は所在地

                     　　　           名称、代表者名                           印
　平成　　年度において、林業経営担い手モデル事業を実施したいので、林業経営担い手モデル事業実施細則第４の規定に基づき、下記の事業計画により申請します。　
記
１　事業実施箇所の都道府県名及び流域名　： 　　　　　　　　　　　　　
２　新生産システムモデル名： 　　　　　　　　　　　　　
３　事業実施主体の概要
	 名　　　　　称
	

	 住　　　　　所
	

	 業　　　　　種
	

	 年間素材生産量
	                       m3


４　集約化対象区域について
  (1) 集約化対象区域の位置及び規模
	 位　　　　　置
	

	 規　　　　　模
	                       ha

	 森林所有者数
	                       人

	 蓄　　　　　積
	                       m3


  (2) 既存森林施業計画の有無           有 ・ 無
  (3) 森林施業計画の認定がある場合の施業計画の内容
	 面　　　　積
	                   　　ha

	 森林所有者数
	                  　　 人

	伐採立木材積
	 主伐           　　   m3
 間伐              　　m3


５　施業・経営の集約化の計画
  (1) 集約化の年次計画（５箇年）
	
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目
	計
	備考

	 面　　積（ha）
	
	
	
	
	
	
	

	  森林所有者数（人）
	
	
	
	
	
	
	

	 素材生産量（m3）
	
	
	
	
	
	
	


  (2) 素材供給協定先及び年間協定量
	 名称
	

	 年間原木消費量
	                   m3

	 年間協定量
	                   m3


６　森林・林業・木材産業づくり交付金による路網整備及び高性能機械等の導入の計画
	路網・ストックヤード整備計画
	

	高性能林業機械導入計画
	


７　施業・経営の集約化の課題と対応方向
	


８　事業の内容
  (1) 集約化計画の策定等
    (ア) 事業運営協議会の開催
	開催時期
	開催場所
	備　　考

	
	
	


    (イ) 集約化対象区域の現況調査                            
	区域名
	面　積
	立木材積
	素材生産量
	森林所有者数
	備　考

	
	ha
	m3
	m3／年
	人
	


  　(ウ) 境界測量
	境界測量
	測量対象箇所数
	備　考

	ha
m
	
	


　　
(エ) ＧＩＳ及びＧＰＳの整備
	GISソフト購入数
	GPS購入台数
	備　考

	
	
	


                                                                                                　(2) 森林所有者との合意形成
 　　 地域座談会の開催
	開催時期
	開催場所
	開催規模
	備　　考

	
	
	
	


（注）「開催規模」には、座談会が集約化全体で開催する場合は「全体」、数ブロックに分けて開催する場合は「大ブロック」、「大ブロック」をさらに分ける場合は順次「中ブロック」、「小ブロック」と記載する。
(3) 林業生産活動の実施                                                     
  　(ア) 先進地研修                                                          
	実施場所
	開催時期
	研修先
	研修内容
	研修人数
	備　　考

	
	
	
	
	 
	


  　(イ) 作業システム改善のための現地調査                                    
	調査ブロック数
	調査箇所数
	調査内容
	備　考

	
	
	
	 


９　経費の区分
	区          分
	事業費

(A)+(B)+(C)
	助成事業に要する経費

(A)+(B)
	負  担  区  分
	備  考

	
	
	
	全森連助成金
(A)
	申請者負担金
(B)
	その他負担金
(C)
	

	林業経営担い手モデル事業
 １ 集約化計画策定費
 ２ 合意形成費
 ３ 効率的林業生産活動費
	
	
	円
	円
	円
	

	合　　計
	
	
	円
	円
	円
	


10　収支予算
  (1) 収入
	区              分
	予        算        額
	備 考

	
	全森連助成金
	申請者負担金
	その他負担金
	計
	

	林業経営担い手モデル事業
	 　　　   円


	 　 　　   円


	         円


	　  　   円


	


  (2) 支出
	区        分
	予    算    額
	経  費  積  算  の  基  礎

	林業経営担い手モデル事業
1 集約化計画策定費
(1)協議会開催費
(2)現地調査
(3)GIS及びGPS整備
(4)経営計画策定
小　計

2 合意形成費
(1)資料作成
(2)地域座談会等の開催
小　計

3 効率的林業生産活動費
(1)施業技術等の能力向上
 ①先進地研修
 ②現地調査及び報告書作成
小　計


	                 円
	

	合　計
	
	


11　事業完了予定年月日
       平成　　年　　月　　日
12　添付書類
　注）１ 新生産システム事業実施区域を明示した図面に本事業の実施箇所と実施年度がわかる図面を添付すること。
      ２ 本事業を２カ所以上実施する場合は別様で記入すること。

（別紙参考）

平成21年度林業経営担い手モデル事業　事業計画概要
1．地域森林の現状

	地区内森林面積(ha)
	
	＊

＊
＊
＊

	　うち組合員所有森林面積(ha)
	
	

	地区内森林所有者数(人)
	
	

	正組合員数(人)
	
	

	准組合員数(人)
	
	

	組合員1人当りの平均所有面積(ha/人)
	
	


※　＊は森林組合のみ記入する。

2．事業体制

	
	区分
	人数

	役員数
	常勤理事

非常勤理事

監事
	

	職員
	常勤

臨時
	

	直庸現場技術員
	林産班

造林班

その他(土木・加工等)
	

	請負現場技術員
	林産班

造林班

その他(土木・加工等)
	


3．林産事業に使用する保有機械の概要

	機械の種類・サイズ
	台数

	例) プロセッサ(0.25ｍ3)
	１

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


※　高性能林業機械各種、グラップル、林内作業車、木材運搬用トラック等、林産事業に使用する機械について記入する。
4．事業の実績と本年度の計画

	区分
	前々年度
	前年度
	当年度

(計画)

	林産事業
	主伐面積(ha)
	
	
	

	
	間伐面積(ha)
	
	
	

	
	主伐材積(m3)
	
	
	

	
	間伐材積(m3)
	
	
	

	作業道開設延長(m)
	
	
	

	造林・保育事業
	新植面積(ha)
	
	
	

	
	保育面積(ha)
	
	
	

	
	　うち 下刈り
	
	
	

	
	　うち 除間伐
	
	
	

	
	うち 枝打ち
	
	
	

	
	うち その他
	
	
	


5．集約化対象区域の概要

	集約化対象区域の面積(ha)　【5年間】
	

	　うち森林現況調査を行う森林面積(ha)　【当年度】
	

	　うち林産事業の対象となる森林面積(ha)　【5年間】
	

	　うち保育作業の対象となる森林面積(ha)　【5年間】
	

	集約化対象区域の蓄積量(m3)　【5年間】
	

	うち林産事業の対象となる森林の蓄積量(m3)　【5年間】
	

	全素材生産量(m3)　【5年間】
	

	　うち協定先へ直送する原木量(m3)　【単年度当り】
	


集約化対象区域のうち人工林の齢級別面積(ha)

	Ⅰ
	Ⅱ
	Ⅲ
	Ⅳ
	Ⅴ
	Ⅵ
	Ⅶ
	Ⅷ
	Ⅸ
	Ⅹ
	ＸＩ以上

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


集約化対象区域のうち人工林の齢級別蓄積量(m3)

	Ⅰ
	Ⅱ
	Ⅲ
	Ⅳ
	Ⅴ
	Ⅵ
	Ⅶ
	Ⅷ
	Ⅸ
	Ⅹ
	ＸＩ以上

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　齢級別の面積および蓄積量は可能であれば記入する。
6．森林現況調査の概要

	【経営計画作成のための基礎資料のための標準地調査または毎木調査、造林・保育のための調査、路網整備のための調査・設計、境界測量など、本事業により予定している調査の内容および方法の概要を記入する。】


7．前年度までの施業集約化の取組と今後の課題

	【長期施業委託契約の締結、森林所有者への施業提案、不在村森林所有者への働きかけ、施業集約化に関する研修、低コスト作業システムの検討および高性能林業機械の導入、路網整備など、施業集約化に関してこれまでに取り組んできた実績について、わかる範囲で数値を交えて具体的に記入する。また、これまでの取組を通じた成果・反省点・今後の課題等も記入する。】


8．事業体経営における本事業の位置づけ

	【事業体における本事業への取組姿勢、理念、本事業を通じてどのような山をつくっていきたいか、また本事業によって得られると考えられる効果、本事業の終了後に集約化や木材安定供給などをどのように進めていくのか(利用・加工部門等との連携を含む)、などについて記入する。また、本事業への取組意欲をＰＲするような内容とする。】


林業経営担い手モデル事業実施細則
全国森林組合連合会
　全国森林組合連合会（以下「全森連」という。）は、林業経営担い手モデル事業（以下「本事業」という。）を実施するにあたり、林業・木材産業等振興対策事業実施要綱（平成17年3月23日付け16林政経第161号農林水産事務次官依命通知）、林業経営担い手モデル事業補助金交付要綱（平成20年3月31日付け19林政経第298号農林水産事務次官依命通知）及び新生産システム推進対策事業実施要領（平成18年3月31日付け17林整計第288号林野庁長官通知）に定める事項のほか、この細則に定めるところによるものとする。
第１．事業実施期間
　平成18年度から平成22年度（単年度実施）
第２．事業の目的
  　我が国の私有林の保有構造は小規模分散的であること、木材価格が下落していること等から林業経営の採算性が悪化し、森林所有者の林業経営意欲は低下してきている。さらに、森林所有者の不在村化、世代交代により、林業経営はもとより森林を健全に維持、管理する意欲すら低下した森林所有者が増加するおそれがある。
　このような状況の下においては、意欲ある森林組合等林業事業体が林業経営意欲の低下した森林所有者等の所有する森林の施業・経営の集約化を図り、その利点を活かした効率的な林業生産活動を行うとともに、大規模需要者に対して計画的・安定的に林産物を供給することによる健全な林業経営を通じ、適切な森林整備を推進していくことが必要である。
　このため、意欲を有する林業事業体等の取組を支援することにより大規模集約化による健全な林業経営のモデルを構築・提示し、地域の森林の適切な管理・経営の推進を図る。
第３　事業内容
　１　全森連が実施する事業内容
　 (1)  本事業の運営
　　　ア　本事業に係る事業計画の取りまとめ
　　　イ　事業実施主体の選定
　　　ウ　事業実施にあたっての調整及び進行管理
　　　エ　事業の成果の普及を図るため成果報告書の作成
　２　事業実施主体が実施する事業内容
　　　本事業における事業実施主体は、年間3,000m3程度以上の素材を安定的・計画的に供給可能な規模の集約化に取り組み、初年度20人以上の森林所有者と長期(5年以上)の施業委託契約等を締結する森林組合、林業事業体とする。
   (1)  集約化計画の策定等
ア  事業運営協議会の設置
     (ｱ) 構成
　　　   事業運営協議会（以下「協議会」という。）は、次に掲げる者によって構成するものとする。
　　   a  技術士等（林業経営、森林施業等に精通し、本事業の実施に当たり助言・指導等を行うコンサルタントをいう。以下同様。）
　　   b  都道府県の職員
　　　 c  市町村の職員
       d  県森連の職員
　　　 e  事業実施主体
       f  集約化対象区域に係る森林組合（森林組合が事業実施主体でない場合）
     (ｲ)  協議会の役割
          協議会は、本事業を円滑に実施するため、次に掲げる指導・助言、調整、協力等を行うものとする。
        a  地域森林計画、市町村森林整備計画、その他自治体が策定する各種整備計画、地方公共団体が独自に実施する森林、林業関係補助事業との調整
b  地方公共団体が保有する森林簿、森林所有者等に関する情報の提供
c  森林所有者の合意形成への協力
    d  事業実施主体と森林所有者の適正な利益配分に関する指導・助言
   　イ  現地調査
     (ｱ)　森林現況調査
森林現況調査は、ウの(ｱ)の経営計画の記載項目を参考とし、経営計画を策定
する上で必要な項目について調査する。
　　 (ｲ)　現地測量
現地測量は境界不明箇所を中心に行うものであるので、写真や図面等により
経営計画とともに示すことにより、森林所有者の同意を得られるようにする。
   　(ｳ)  ＧＩＳ及びＧＰＳの整備
ＧＩＳ及びＧＰＳを整備し、森林現況調査や森林情報の管理を効率的に行う
ものとする。
 　　ウ  経営計画の策定
(ｱ) 経営計画の記載項目
経営計画は、集約化対象区域全体の経営計画（以下「集約化経営計画」という。）
及び森林所有者ごとの経営計画（以下「森林所有者経営計画」という。）について、造林・保育事業実施箇所、主伐、間伐による素材生産箇所の箇所付け、作業路網の整備等、効率的な作業計画、さらに林業生産活動による収支計画を含めた経営計画を策定する。ただし、計画期間はそれぞれ事業開始年度から５年間とする。
　 記載項目については、以下の項目を参考とし、特に施業委託等による収支の算
出や森林の現況を写真で示すなどに留意し策定するものとする。
a　集約化経営計画
ⅰ　樹種、面積、蓄積、路網
樹種別、齢級別の面積、蓄積、既存路網の位置、延長、幅員
ⅱ　素材生産計画
主伐、間伐の樹種別の面積、伐採率、素材生産量、伐採搬出方法
ⅲ　造林・保育計画
更新方法別の造林計画
下刈り、除伐、保育間伐の面積、施業方法
ⅳ　作業道等開設計画
新たに開設する作業道等路網の位置、延長、幅員
ⅴ　労働力等配置計画
素材生産、造林、保育等各作業の実施に必要な人工数、高性能林業機械等機
械類の配置等
ⅵ　収益及び経費
収益：施業・経営の受託費
経費：各施業毎の人件費、燃料費、減価償却費、管理費等
ⅶ　図面等
施業実施計画図（伐採計画、造林・保育計画、作業道等開設計画をかん入し
た図面）森林台帳、森林所有者名簿等
      b　森林所有者経営計画
ⅰ　所有森林の状況
面積、樹種、蓄積、林木の成育状況
ⅱ　素材生産計画
主伐、間伐の樹種別の面積、伐採率、素材生産量
ⅲ　造林・保育計画
更新方法別の造林計画
下刈り、除伐、保育間伐面積、施業方法
ⅳ　作業道等開設計画
新たに開設する作業道等の位置、延長、幅員
ⅴ　収益及び経費
経費：作業種毎の委託費
収益：素材販売収入
ⅵ　図面等
集約化対象区域の施業実施計画図、現地写真
なお、計画の策定に当たっては、適切な森林整備に留意しつつ素材の安定的・計
画的な生産と効率化を徹底し、林業生産活動による採算性の向上を図る。
  　エ  集約化経営計画及び森林所有者経営計画書の作成
　  　  事業実施主体は、森林所有者に対して事業全体について説明するとともに、所有森林での施業内容、施業実施後の所有森林の状況や経営収支等、具体的に記載し、森林所有者ごとに提示し、理解と協力を求める。
オ  需要者との木材安定供給に係る契約の締結
事業実施主体は、新生産システムを実施する木材加工業者等需要者（以下「需要
者」という。）に対して年間3,000m3程度以上の木材安定供給に係る契約を締結し、経営計画に基づき計画的・安定的に木材供給を行うものとする。
　なお、事業実施主体が構成員となっている団体（新生産システムを実施するものに限る。）が需要者に対して木材安定供給に係る契約を締結し、事業実施主体が需要者に対して年間3,000m3程度以上の木材供給を行うことが確実と見込まれる場合は、事業実施主体は新たに木材安定供給に係る契約を締結することを要しないものとする。
  (2)   森林所有者との合意形成
     　 事業実施主体は、地域座談会の開催等を通じて、集約化経営計画及び森林所有者経営計画を提示することにより、森林所有者との合意形成を図るものとする。
  　ア  地域座談会等の開催
        地域座談会（以下「座談会」という。）は、集約化対象区域を４～５ブロックに分けた大ブロック、大ブロックをさらに分けた中ブロック、中ブロックから森林所有者の所在により小ブロック等に分けて開催し、森林所有者に対し、集約化経営計画及び森林所有者経営計画等の説明を行い事業への理解を得るようにする。
      (ｱ)  構成
　　　 　  座談会は、次に掲げる者によって構成し開催するものとする。
　　　  a   技術士等
　　　  b   都道府県の職員
　　　　c   市町村の職員
        d   県森連の職員
　　　　e   事業実施主体
        f   森林組合の職員（森林組合が事業実施主体でない場合）
イ  不在村所有者等への対応
地域座談会に出席することが困難な不在村所有者等に対しては、集約化経営計画
及び森林所有者経営計画等を送付し理解を得るようにする。
ウ  森林所有者からの要望への対応
       森林所有者から集約化経営計画及び森林所有者経営計画に対して特段の要望等が
あった場合は、必要に応じて修正を行う。
   エ  森林所有者との施業委託契約の締結等による集約化の実施
       事業実施主体は、森林所有者と合意形成を図り、5年以上の長期施業受託契約の
締結等により、年間3,000m3程度以上の素材を安定的・計画的に供給可能な規模の集約化に取り組む。なお、初年度は20人以上の森林所有者（森林面積としては100ha程度）の集約化を目標とし、次年度以降も森林所有者との合意形成を図り、原則として５年以内に全体の集約化を達成する。
ただし、集約化の実施は、5年以上の長期施業委託契約の締結による他、使用及
び収益を目的とする権利の設定若しくは所有権の移転等により行うものも含まれるものとする。
　　　
  (3)　林業生産活動の実施
      　事業実施主体は効率的な素材生産を行う作業システムの改善、高密路網、ストックヤードの整備や高性能林業機械の導入により林業生産活動の生産性の向上を図る。
なお、高密度路網及びストックヤードの整備、高性能林業機械の導入等について
は「森林・林業・木材産業づくり交付金」による補助により行うことができる。
    ア  先進地における施業技術の習得
       高性能林業機械による伐採作業など、生産性の高い施業技術を習得するために事
業実施主体の職員を先進地に派遣し、施業技術の習得のための研修を行う。
    イ  施業効率化のための作業システムの改善
       集約化対象区域の中から標準地を設定し、事業対象地で最も効率的に素材生産を
行うシステムを構築するための調査を行うとともに報告書を作成する。
    ウ　高密路網の整備等
       生産性の向上を図るため、施業対象地の配置を踏まえ効率的に作業道の作設によ
る高密路網、ストックヤードの整備及び高性能林業機械の導入による生産性の向上を図る。
 　　　 なお、全体の集約化を基本に林産物生産、森林整備を効率的に実施できるように整備するものとする。
  (4)　その他
    　　本モデル事業はモデル毎には単年度事業であり、1年間で調査、全体計画及び森林所有者毎の計画を策定するものとする。
　　なお、初年度に合意形成に至らなかった森林所有者に対して、次年度以降は本モ
デル事業により作成した計画及び本モデル事業により習得した合意形成手法を活用し、合意形成を図るものとする。
第４　事業実施主体の選定
全森連は本事業を実施しようとする者に対し、別紙「林業経営担い手モデル事業事
業実施計画書」を提出させ、事業内容を審査した上で事業実施主体を選定するものとする。
なお、選定にあたっては、有識者等で構成する事業実施主体の選定に係る委員会に
より意見を聴き選定するものとする。
第５　事業費の助成
　　　全森連は予算の範囲内において、この事業に要する経費につき「林業経営担い手モデル事業助成金交付規程」に定めるところにより助成するものとする。
　
第６　事業計画の作成及び承認
  　  事業実施主体は事業実施に当たり、事業計画を作成し全森連会長（以下「会長」という）の承認を受けなければならない。ただし、会長が別に定める「林業経営担い手モデル事業助成金交付申請書」をもってこれにかえることができるものとする。
第７　集約化計画の実績の報告

事業実施主体は、事業実施年度から集約化の計画期間が終了するまでの毎年度、別紙の５についての実績を会長に報告するものとする。

第８　その他
      この細則に定めるもののほか、この事業の実施に関し必要な事項は会長が別に定めるものとする。

附則

　この細則は、平成18年5月24日から適用する。

　この細則は、平成19年4月16日から適用する。

　この細則は、平成20年4月28日から適用する。
林業経営担い手モデル事業助成金交付規程
全国森林組合連合会

（趣旨）
第１条
　全国森林組合連合会代表理事会長（以下「会長」という。）は、新生産システム推進対策事業実施要領（平成１８年３月３１日付け１７林整計第２８８号林野庁長官通知。以下「実施要領」という。）に基づき、森林組合、林業事業体等（以下「申請者」という。）が行う林業経営担い手モデル事業（以下「本事業」という。）に要する経費に対し、予算の範囲内において助成金を交付するものとし、その交付に関しては、林業経営担い手モデル事業補助金交付要綱（平成２０年３月３１日付け１９林政経第２９８号農林水産事務次官依命通知。以下「交付要綱」という。）、林業経営担い手モデル事業実施細則（平成１８年５月２６日付け会長通知）に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。
（経費及び助成率）
第２条
１　第１条に規定する助成金交付の対象経費は、全国森林組合連合会において選定された箇所において本事業を実施するために必要となる経費とし、実施要領に定めるものをいう（別表１及び別表２）。
２　助成率については交付要綱に定めるとおりとする（別表３）。

３　別表３に掲げる経費については、助成率の異なる事業に係る経費の間に相互流用することはできない

（交付申請）
第３条
　　申請者は、助成金の交付を受けようとする場合は、交付申請書（様式第１号）を会長に提出するものとする。
（交付決定）
第４条
　　会長は、前条に規定する申請があった場合において、申請内容が適正であると認められるときは、交付決定通知書（様式第２号）により承認する旨を申請者に通知しなければならない。
（事業計画の変更）
第５条
　　申請者は、事業費の経費及び事業計画を変更（別表３に定める変更）しようとする場合は変更に係る申請書（様式第３号）及び添付書類を会長に提出し、承認を得なければならない。
（事業の中止）
第６条
  　申請者は、本事業を中止する場合は中止に係る申請書（様式第３号に準ずる。）を会長に提出し、承認を得なければならない。
（助成金の取消し等）
第７条
１　会長は、次の各号に該当する場合には、助成金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができるものとする。
　(1) 助成金の交付の申請について、不正の事実があった場合
　(2) 申請者が助成金を交付対象以外の使途に使用した場合
　(3) その他この規程に定めるところに違反したと認められる場合
２　会長は、前項の規定により、取消しを行った場合には、交付決定の取消しを書面をもって申請者に通知しなければならない。
３　会長は、第１項の規定による取消しを行った場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に助成金が交付されたときは、期限を定めて申請者に当該助成金の全部又は一部の返還を命じなければならない。
（事業遂行状況報告書）
第８条
申請者は、助成金の交付の決定に係る年度の１２月３１日現在において助成事業遂行状況報告書（様式第４号）を作成し、当該年度の１月３１日までに会長に提出するものとする。ただし、会長が別に定める概算払請求書をもってこれに代えることができるものとする。

（実績報告書の提出）
第９条
　申請者は、事業が完了したときは実績報告書（様式第５号）を提出しなければならない。その提出期限は助成金の交付決定のあった年度の３月２０日までとする。
（事業実施報告書の提出）
第１０条
　　申請者は、事業が完了したとき、事業実施報告書（様式第６号）を提出しなければならない。なお、提出に当たっては、実績報告書に添付するものとする。
（助成金の交付）
第１１条
    会長は、第９条に規定する実績報告書を受理したときは、その内容を審査し、必要に応じ現地調査を行い、交付決定した助成金の額を確定するとともに、その額を交付する。
（帳簿及び証拠書類の保管）
第１２条
    申請者は、当該事業に係る収入及び支出について帳簿及び証拠書類又は証拠物を事業完了後５年間整理保管しなければならない。なお、助成金については申請者の有する他の経理と区分しなければならない。
（概算払い）
第１３条
    会長は、第１１条の規定にかかわらず、事業の実行上必要と認めた場合については、次の各号により事業に係る助成金の概算払いができるものとする。
１　申請者は、助成金の概算払いを受けようとする場合においては、各四半期につき、次の各項により会長に請求するものとする。
  (1) 第１四半期から第３四半期分については、当該四半期の終了した翌月の１０日までに助成金概算払請求書（様式第７号）を提出すること。
  (2) 第４四半期については、当該年度の１月３１日までに助成金概算払請求書（様式第７号）を提出すること。
２　会長は、前項に規定する請求書を受理したときは、その内容を審査の上、予算の範囲内において助成金の概算払いを行うものとする。
（交付の条件）
第１４条
  会長は助成金の交付決定をする場合は、次に掲げる条件を附するものとする。
１　申請者は、この助成金に関する法令、交付要綱、実施要領等に基づき助成金の目的に従い善良な管理者の注意をもって管理するとともに、助成金交付の目的に従ってその効率的な運営を図ること。
２　上記のほか、会長が特に必要と認めた事項。
（処分を制限する財産等）
第１５条
１  申請者は、助成事業により取得した財産を会長の承認を受けないで、助成金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け又は担保に供してはならない。
２　１件あたりの取得価格が５０万円以上の器具等を取得する場合はあらかじめ会長の承認を受けるものとする。
３　申請者は、この助成金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ当該収入及び支出についての証拠書類を、事業終了の翌年度から起算して５カ年間整備保管しなければならない。ただし、事業により取得した財産で処分制限期間を経過しない場合においては、財産管理台帳（様式第８号）その他関係書類又は物件を保管しなければならない。
（その他）
第１６条
１　会長は、この事業の実施に関し指導監督を行い、必要に応じ現地調査を行うほか、関係書類の提出を求めることができるものとする。
２　この規程に定めるもののほか、助成金の交付に必要な事項を生じた場合は、その都度、会長が別に定めるものとする。）
附則
  この規程は、平成１８年７月５日から適用する。
　この規程は、平成１９年５月２９日から適用する。
　この規程は、平成２０年６月２４日から適用する。
　この規程は、平成２１年４月２８日から適用する。
別表１（第２条関係）
「林業経営担い手モデル事業」助成対象経費
	事業区分
	助成対象経費

	１ 集約化計画の策定等
２ 森林所有者との合意形成
３ 林業生産活動の実施
	ア　技術者給
イ　謝金
ウ　旅費
エ　使用料及び賃借料
オ　需用費
カ　役務費
キ　備品購入費




別表２（第２条関係）

	助成対象経費
	範囲及び算定方法

	１　技術者給

２　謝金

３　旅費

４　使用料及び賃借料

５　需用費

(1)印刷製本費

(2)消耗品費

６　役務費

(1)原稿料

(2)機械・通信運搬費

７　備品購入費


	事業を実施するために追加的に必要となる業務（専門的知識・技術を要する調査等）について、当該事業を実施する申請者が支払う実働に応じた対価とし、日当たり単価に事業に従事した日数を乗じた額とする。

また、日当たり単価の算定については、事業に直接従事した者に係る基本給、諸手当（超過勤務手当は除く。）、賞与及び法定福利費を合わせた額を、就業規則で定められた年間就労日数で除した額とする。（算定に当たっては、退職給与引当に要する経費は含まれない。）

　事業を実施するために追加的に必要となる資料整理、補助専門的知識の提供、資料の収集等について協力を得た講師等に対する謝礼に必要な経費とする。

　謝金の単価については、業務の内容に応じた常識の範囲を超えない妥当な根拠に基づき設定する必要がある。

　なお、申請者に対し謝金を支払うことはできない。

　事業を実施するために追加的に必要となる申請者が行う資料収集、各種調査、検討会、打合せ、普及啓発活動、委員会等の実施に必要な経費とする。

　事業を実施するために必要となる器具機械、会場、車両、林業機械損料等の借上げや物品等の使用に必要な経費とする。（通常の団体運営に伴って発生する事務所の賃借料その他の経費は含まれない。）

事業を実施するために追加的に必要となる印刷製本費、消耗品費等の経費とする。（通常の団体運営に伴って発生する経費は含まれない。）

事業を実施するために必要となる文書、図面、パンフレット等の印刷に必要な経費とする。

　事業を実施するために必要となる文献、書籍、原材料、消耗品、消耗器材、各種事務用品等の調達に必要な経費とする。

事業を実施するために追加的に必要となる人的サービス等に対して支払う経費であり、原稿料、機械・通信運搬費等とする。

事業を実施するために必要となる情報をとりまとめた報告書等の執筆者に対して、実働に応じた対価を支払う経費とする。

事業を実施するために必要となる郵便料、諸物品の運賃、機械運搬費の支払等に必要な経費とする。

事業を実施するために追加的に必要となるGPS、GIS等の購入に必要な経費とする。


別表３（第２条関係）

	経　費
	全森連の

助 成 率
	重要な変更

	
	
	経費の配分の変更

	１. 集約化計画の策定等に要する経費

２. 森林所有者との合意形成に要する経費

３. 林業生産活動の実施に要する経費
	事業費の1/2以内。ただし、集約化計画の策定等のうち、事業運営協議会開催費は定額。
	経費の欄に掲げる１、２及び３のそれぞれの経費の間の３０％を超える増減









